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１．金属労協の紹介

金属労協（全日本金属産業労働組合協議会）とは何なのか
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連 合
（700万人）

産業別組織

全国中央組織

約50組織

自治労

金属労協／JCM

（200万人）

• 「民間・金属・ものづくり」

• 連合の直接の加盟組織ではない
が、連合の３割以上を占める金
属５産別を組織する組織として大
きな影響力を発揮している。

ＵＡゼンセン

自動車総連 電機連合 JAM

基幹労連 全電線
日教組

企業別組織
全トヨタ労連 日産労連 全本田労連

三菱自動車
ふそう労連

全国マツダ労連

トヨタ労組 デンソー労組 アイシン労組
豊田自動織機

労組
トヨタ車体労組

●●産別

〇〇産別
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日本の企業別労働組合



労連・
単組

組合員

連合

自動車
総連

5産別・200万人

電機
連合

JAM 基幹
労連

全電線

インダストリオール

金属労協
全日本金属産業
労働組合協議会

(約50産別)

■民間・金属・ものづくり５産別の「協議会」
1964年にIMF-JC(国際金属労連・日本協議会)として発足
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金属労協／JCMとは
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これまで政策・制度および国際活動にて
「外国人労働者」を取り扱い

金属労協の活動の柱



２．国際労働運動における
「外国人労働者」

これまで国際労働運動で進めてきたこと
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建設的な労使関係の構築
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 企業活動のグローバル化により、日系企業が海外進出

 海外事業展開が進む中、進出国の急速な発展も相まって
海外現地事業体における労使問題も増加

将来に渡る永続的な事業発展のためにも
→海外での「建設的な労使関係の構築」を目指す
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「建設的な労使関係」とは

• 労働者の基本的権利(結社の自由・団体交渉権など)が尊重されている
• 労使が相互に独立・自立・対等な関係を維持しつつ、互いの立場を尊重し、緊張
感ある関係

• 労使は「労働者の雇用・生活の向上・安定」と「企業の健全で永続的な発展」の
両立を目指す

• 労使関係に関する重要事項は、労使対話により決定する。また、労使課題は徹
底的に話し合いを尽くすことにより解決をはかる。そのために必要な情報は、誠意を
持って共有し、透明性を確保する。

• 労使で結んだ約束は双方が必ず順守する
• 労使は常に職場の実態を把握し率直な意見を尊重する

【「自動車総連 国際活動の20・30ビジョン」より抜粋】

9



 85％の国でストライキ権が侵害されている
 80％の国が団体交渉権を侵害している
 組合登録を阻害した国は、2019年の86カ国から2020年には89カ国に増加した
 2020年の労働者にとってワースト10の国は以下の通り。

バングラデシュ、ブラジル、コロンビア、エジプト、ホンジュラス、インド、カザフスタン、フィリピン、トルコ、ジンバブエ。
インドは抑圧的な労働法制で2016年に初登場して以来の再参入

 ボリビア、ブラジル、チリ、コロンビア、エクアドル、ホンジュラス、イラク、フィリピン、南アフリカの9カ国で労働組合の抗議行動を含め、
労働者が殺害された

 言論の自由を否定または制約した国の数は、2019年の54カ国から2020年には56カ国に増加し、
香港とトルコでは極端なケースが報告された

 72％の国で労働者が司法へのアクセスがない、または制限されている
 労働者は61カ国で恣意的な逮捕・拘留を経験した。インドネシア、韓国、トルコの労働組合指導者は、

2020年に注目を集めた逮捕者の中に含まれていた。
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労働組合権侵害の実態



インダストリオール

上部団体

現地労働組合

経営側

JCM

日本単組

産別・労連

経営側

日本海外

日本人

ローカル

＜STEP１＞

個別労使で
解決

＜STEP２＞

国内で解決

<STEP3>

国内・個別労使で
解決できない事案

※個別に交流・ネットワークがあれば
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労使紛争発生時の登場人物



ネットワーク構築の意義
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 当事者以外の第三者が入れば入るほど、当事者間の解決を
生み出さない方向に話が行ってしまう

 仮にそれによって解決がなされても、
「信頼関係」の再構築は相当難しい

現地労組とのネットワーク（多国籍企業労組ネットワーク）を構築し、
労使紛争発展前に連絡の入る関係づくり
→話合いによる解決・中核的労働基準の遵守をはかる
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＜STEP１＞
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徹底的な話し合いで労使間の課題を解決する
「建設的な労使関係」の構築を海外でも目指す

基本的には現地個別労使での解決を促す

それでも解決できない場合、
現地の上部団体と連携した解決を促す

JCM・産別より労連・単組を通じ
日本の本社へ働きかけ、解決を促す

＜STEP２＞

＜STEP３＞
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海外労使紛争対応のスタンス



（１）多国籍企業（MNC）労組ネットワーク構築・運営
→各企業毎に、母国労組と海外労組の連帯構築・相互研鑽

（２）国内外での日系企業労使セミナー／ワークショップ企画・実施
→母国各企業労使、海外日系企業労使への働きかけ

（３）国際労働研修プログラムの推進
→各単組で国際労働運動を担う人材の育成
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発生前後に相談できる日頃からの相互の信頼関係づくり
を通じて現地の労働者の声の吸い上げ

＊GFA（国際枠組み協定）を締結する上でも必要な基盤

©2021 JCM

具体的な取り組み



３．政策制度要求における
「外国人労働者」

日本の外国人労働者に対する取り組み
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 現場訪問による実態把握
 諸外国の動向確認
 外国人技能実習制度に対する政策制度要求
 政策レポートの発行

これまで長きにわたって外国人労働者に対する
政策制度要求を取り組み

これまでの取り組み
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金属労協政策レポート 2015.2.27

現場の改善を政策面からアプローチ
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外国人労働者に対するスタンス



４．今後に向けて

外国人労働者の救済に向けて労働組合ができること
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 企業別組合を中心とする日本の労働組合
→職場での問題・声を吸い上げて経営側と協議

 日常の職場活動のみならず、グループ企業の労組間、
産別内での情報交換、情報提供

労働組合の基本

「ステークホルダー」としていかに日本の労働組合が
人権デュー・デリジェンスに参画できるか

日本の労働組合ができること



金属労協として今後に向けて
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国際労働運動

政策制度要求

 人権をめぐる最新動向把握
 ネットワークを通じた人権侵害関連情報の入手・共有

 引き続きの改善に向けた政策要求

今後求められること

 人権デュー・デリジェンスに関して
日本の「労働組合の参画」へ指針整備の重要性

日本国内における外国人労働者の救済に資する取り組みへ



機関誌「JCM」最新号

金属労協
ホームページから閲覧可能
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https://www.jcmetal.jp/kouhou/kikanshi2/

https://www.jcmetal.jp/kouhou/kikanshi2/
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ありがとうございました

ご質問等は、okamoto@jcmetal.jpまで

©2021 JCM

mailto:asanuma@jcmetal.jp

